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１．調査の概要 
背景 

 
 業界団体などより電気主任技術者、電気工
事士有資格者について、今後不足するので
はないかと懸念。 

電気保安人材不足の懸念 

調査方法概要 結果のポイント 

 
 

 これまで電気保安人材の需給の全体像につ
いて包括的な調査を実施しておらず、把握す
る必要がある。 

人材需給実態把握が必要 

 
 特に、電気主任技術者、電気工事士につい
て需給モデルにより、人材需給バランスを定
量的に分析した。 

 

モデルによる定量分析 

 
 主要な業界団体、企業、学校への徹底した
ヒアリングにより人材需給の実態を調査した。 

 

関係業界等を網羅的にヒアリング 

 
 欧州諸国、アジア諸国において、電気保安に
関係する制度・資格や、海外保安人材の受
け入れ状況や課題などについて現地調査等
を実施。 

海外調査 

電気 
主任 
技術者 

 中長期的に不足は生じない。 

 有資格者は中長期的に不足は
生じない。 

 一方、地域によっては再エネ設
備向けの供給が不足する可能
性があるとの指摘有り。 

 有資格者は中長期的に不足は
生じない。 

 一方、保安法人では2020年
頃より業務を行う人材の不足が
生じる可能性がある。 

 高齢層の退職などより2020年
頃より必要数19万人程度に対
し、4万人規模の不足が発生す
る可能性がある。 

 入職者の減少などのため、
2020年頃より必要数11万人
程度に対し1万人程度の不足
が発生する可能性がある。 

電気 
工事士 

1
種 
2
種 

3
種 

1
種 

2
種 

【今後の課題】 
  ○電気保安人材の入職者を増やし、離職者を減らす工夫（労働環境、ＰＲ、教育環境、海外からの受け入

れなど） 
  ○電気主任技術者の地域偏在の有無の把握 など  
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 1種は不足しない見込み。2種は有資格者数は十分に多いが、ヒアリングによれば、地域によっては増加する再エネ設備向けに
不足する可能性がある。 3種は有資格者数は十分に多いが、保安法人向け3種は、業務ビルの増加と人材の供給減により、
2020年頃より不足する見通し。 

 電気主任技術者の需給バランス検討サマリ* 

２．電気主任技術者（需給推計概要） 
1種は不足しないが、2種・3種は将来的に実務を行う人材の不足が発生する
可能性がある 
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保安 
法人 

需給バランス 原因 

千人 

千人 

千人 

人 

モデル分析の結果、2種の有資格者は需要の約3倍存在するため、全体
としては人材不足は生じない見通し 

ただし業界団体へのヒアリングによれば2種は増加する再エネ設備向
けに地域によっては不足する可能性有り 

人 

モデル分析の結果、3種は十分な数の有資格者が存在するため、全体
として人材を十分に補える可能性が高い 

モデル分析の結果、保安法人で委託の需要に対し有資格者は徐々に不
足し、2020年ごろから数千人規模の人材不足が顕在化する見込み 

* 2種・3種の有資格者数推移を、1965年から2015年の過去の合格者数実績と人口動態をもとに推計。選任が必要な自家用電気工作物数を各種統計と経産省受
領データより独自モデルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の主任技術者の項を参照 
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工事需要が減少する保守的な予想をした場合でも、第1種電気工事士は、高齢の第1種電気工事士の退職のため、
人材不足が生じる可能性がある。 

 第1種電気工事士の需給バランス分析 

３．電気工事士 （需給推計概要：1種） 
第1種電気工事士が2020年付近から 人材不足が生じる可能性がある 

第
1
種
電
気
工
事
士
の
バ
ラ
ン
ス 

出所：1種の電気工事業界での有資格者数推移をヒアリング結果と2000年からの免状発行数実績と人口動態をもとに推計。電気工事の需要を各種統計をもとに
独自モデルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の電気工事士の項を参照 
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工事需要を年率0.6~1.2%減と見込む場合でも、第2種電気工事士は充分な入職者を確保できず2020年頃から人
材不足が顕在化し、2045年には約1万人程度の人材不足となる可能性がある。 

 第2種電気工事士の需給バランス分析 

３．電気工事士 （需給推計概要：2種） 
2種は2020年頃から1万人程度の人材不足が顕在化する可能性がある 

第
2
種
電
気
工
事
士
の
バ
ラ
ン
ス 

* 2種の電気工事業界での有資格者数推移をヒアリング結果と2000年からの免状発行数実績と人口動態をもとに推計。電気工事の需要を各種統計をもとに独
自モデルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の電気工事士の項を参照 
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海外人材受け入れの可能性を評価するために、事故率を抑制しつつ海外人材受け入れが容易になる制度設計や、
海外人材の給与体系や労務環境、諸外国における海外人材の受け入れ事例をさらに調査・検討する必要がある。 

 今後の検討課題サマリ 

４．海外調査 
海外人材受け入れの可能性を 資格制度や待遇面からさらに検討する必要がある 

海
外
保
安
人
材
の
受
け
入
れ 

可
能
性
検
討 

諸
外
国
の
電
気
保
安 

制
度
調
査 

海
外
人
材
の
受
け
入
れ 

国
内
事
例
調
査 

調査結果概要 

EPA

事
例
調
査 

先
進
国
調
査 

東
南
ア
ジ
ア
調
査 

 個人に資格を与えるのではなく、組織的に品質担保する仕組み 
 フランス・ドイツ・米国で海外人材が活用されているのは、電気工事にかかわる

全ての電気工事士に資格取得が義務づけられていないことも一因。例えば職
長や雇用主に品質担保の責任を負わせる仕組みも存在する 

 未経験者が工事に従事できる仕組み 
 ドイツでは未経験者を見習いとして従事させる制度が存在する 

 3ヵ国とも近年、資格制度を整備済み 
 タイ・インドネシア・ベトナムにおいて近年（2012～2016年）に電気工事士の資

格制度が開始されており相互認証の可能性あり 
 人材の派遣可能性が高いのはベトナム 
 インドネシア、タイは人材が不足気味 
 他の有望国として挙げられたのはフィリピン 

1 

2 

海外人材の活用が進んでいる要因 

各国の資格整備状況と人材の需給バランス 

 看護師資格試験の合格が必要 
 無資格で行える業務範囲が狭く、試験合格までは長期間を要する。その上、

合格率も低い。 
 日本人と同水準の給与を保障すると日本人より高コストであ
る 
 言語のハンディキャップ、資格試験勉強のサポートの必要性があるにも関わら

ず、候補者対し日本人と同水準の給与を保障する必要がある 

EPAを用いた海外人材受け入れの課題 3 

今後の課題 

 相互認証の可能性の深堀 
 日本に来てからの資格取得は経済的に非効率であ

り、相互認証の可能性を検討してはどうか 
 そのためにはアジア各国の試験制度の概要や、技

術レベルの調査が必要ではないか 

 他有望国への調査（フィリピンなど） 
 給与水準・労務環境の調査 など 
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電気工事士の女性比率は推定2％と低い。女性の入職推進のためには①関係学科への入学者の増加、②業界への
入職者の増加、③定着率の向上、④キャリアパスの提示が重要。 

 女性入職推進における課題 

５. 女性の入職促進に向けた課題 
女性比率向上のためにはPRや労働環境の改善等を検討する必要がある 
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*1：高校は電気関係学科、大学は電気通信工学の学生数 *2：日本電設工業協会提供資料よりDTC作成 女性技術職員の割合 *3：ヒアリング結果よりDTC作
成 

出所：文部科学省「学校基本統計」   全日本電気工事業工業組合連合会提供資料 
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 ヒアリング先一覧 

参考１．ヒアリング先一覧 
 

COUNSEL 
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電気保安協会全国連絡会 

海外産業人材育成協会 

国際厚生事業団 

NTTファシリティーズ 

全電協 
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鹿島 
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 資格概要 

参考２．電気保安人材の資格概況と調査対象 
 

*1： 出所 電気技術者試験センター資格実施状況（2015年度） *2：出所  電気技術者試験センターWebページ「資格実施状況の推移」（2006～
2015年度の平均値） 

*3： 電気技術者試験センター「電気技術者試験受験者実態調査」より推計 *4：旧一般電気事業者及び電源開発株式会社へのアンケート結果 
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試験 

認定 
電工1種試験合格 

電験or電工2種＋実務 
電工2種＋講習 

電工1種 

認定校 

調査 
対象 

約千人*4 

約50人*4 

約千人*4 

約数百人*4 

調査 
対象 

申請制で 
あるため 
人材不足 
なし 

養成施設 

旧電工＋講習 

十分な需要 
が見込まれる 
ため対象外 
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 大部分の設備は5万V以下であるため、第3種電気主任技術者により対応可能である。一方、一般家庭以外の自家用電
気工作物の工事に従事するためには、第1種電気工事士の資格が必要となる。 

 資格毎の対応可能業務一覧 

参考２－１．資格概要 
 

*1： 出力5千kW以上の発電所 *2：出力50kW未満の太陽光（PV）、20kW未満の風力（WT）・小水力、10kW未満の火力発電設備などは小出力発電設備として一般用
電気工作物とされる 

保
安
監
督 

工
事 

電気主任
技術者 

1種 

2種 

3種 

ボイラー・ 
タービン 
主任技術者 

ダム水路 
主任任技者 

1種 
2種 

1種 
2種 

電気 
工事士 

2種 

1種 

許可主任技術者 

認定電気工事 
従事者 

15m未満   工事 運営 保安 

すべて   工事 運営 保安 

5,880kPa未満 工事 運営 保安 

すべて   工事 運営 保安 

工事 
保安調査 

工事 
保安調査 

電圧(V) 

出力/最大電力（kW） 

一般用 
電気 
工作物 

事業用電気工作物 

電気事業用電気工作物 
自家用電気工作物 

需要設備 発電所等 

17万～ 5～17万 ～5万 17万 5～17万 ～5万 
5千～

*1 ～5百 5百～5千 

17万 5～17万 
5千～

*1 5百～5千 
～5百

*2 
～5百 5百～ 

～5万 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 
工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 
工事 
運営 
保安 

工事 
運営 
保安 

工事 

600V以下 
 工事 

認定電気工事従事者は500kW 以下かつ電圧600V以下の自家用電気工作物の工事のみ従事可能であり、第1種電気
工事士の限定版である。 

工事 

保安調査 

1 
2 3 

4 

500kW以上の事業用電気工作物の工事については、必要な資格の要件が定めら
れていない。 

15m未満   工事 運営 保安 

すべて   工事 運営 保安 

5,880kPa未満 工事 運営 保安 

すべて   工事 運営 保安 
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3年間 

 電気主任技術者においては認定での免状取得の条件として1～5年、外部委託承認の条件として免状取得後3～5年の実
務経験が必要となる。第1種電気工事士においては、免状取得の条件として3または5年の実務経験が必要となる。 

 免状取得・外部委託承認のために必要な実務経験年数 

参考２－２．資格概要 
 

保
安
監
督 

工
事 

電
気
主
任
技
術
者 

電
気
工
事
士 

1種 

2
種 

3
種 

2
種 

1種
*1 

試験 

試験 

認定校＋実務経験 

電検3種＋実務経験 

認定校＋ 
実務経験 

試験 

高圧電工技術者＋ 
実務経験 

電検＋実務経験 

認定 

養成施設 

試験 

電検2種＋実務経験 

認定校＋ 
実務経験 

試験 

大学 

短大・
高専 

高校 

認定校 

その他 

大学 

短大・
高専 

免状取得 

5年間 

5年間 

5年間 

3年間 

5年間 

3年間 

2年間 

1年間 

3年間 

5年間 

5年間 

3年間 

5年間 

4年間 

実務経験なしで免状取得が可能 

実務経験なしで免状取得が可能 

実務経験なしで免状取得が可能 

実務経験なしで免状取得が可能 

卒業 

2種取得 

卒業 

卒業 

3種取得 

卒業 

電検取得 

卒業 

*1：この他に、1990年施行の電気工事士法において、旧電気工事士法に規定された電気工事士免状取得者で3年以上の実務経験を有する者、または10年以上の
実務経験を有する者について、施工から2年以内に講習を受講することで第1種電気工事士免状取得を許可する特例措置が規定されていた 

卒業 

認定 

その他 

免状取得 

試験合格 

レジェン
ド 

外部委託承認 

外部委託承認 

外部委託承認 

外部委託承認 

高圧取得 

卒業 
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資源エネルギー庁の2030年のエネルギーミックスの想定する床面積推移と2030年のエネルギーミックスとIEA
のWorld Energy Outlook 2016の発電容量の推移を踏まえて2045年までの電気工作物の件数の推移を予想。 

 必要な主任技術者数の推計方法 

参考３．電気主任技術者（調査方法） 
 

電
気
工
作
物 

自
家
用 

発
電
設
備 

受
電
設
備 

特別高圧 
（66kV/77kV

） 

特別高圧 
(11kV/22kV/ 

33kV) 

高圧 
(6.6kV) 

5,000kW～ 

2,000kW～
5,000kW 

～2,000kW 

2
種 

3
種 

2
種 

3
種 

× 

○ 

× 

○ 

受変電設備数物数実績 推移予測 

設備数 

官庁・地方自治体
所有の建物数 

産業用の工場数※ 

業務用のビル数 

特別高圧・高
圧受電が必要
となる面積以

上の 
建物の割合 
（用途ごと） 

建物数の成長率 

建物数の成長率 

業務用床面積の 
成長率予測 

マンション一括受
電の成長率 

マンション一括受電の件数 

単位変換 

主任技術者需要 
対応件数 

/1人 
(選任・委託

別) 

需要予測 

発電所数実績 

発電所数 

× 

× 

推移予測 単位変換 

火力発電 

水力発電 

風力発電 

バイオマス発電 

地熱発電 

電源構成の 
各電源発電量推移 

対応件数 
/1人 

(選任・委託別) 太陽光発電 
主任技術者需要 

電気工作物の保安に必要な主任技術者数の推計方法 
委
託
可
否 

電圧・出力 種
別 

設
備 

需要予測 

1 

2 
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電工業界の第1種電気工事士は2022年にかけて60才以上の大量退職が予測されており、 2015年度の入職者数
（推計）が人口動態に比例して減少すると仮定した際は、有資格者数が年率約4.5%で減少すると見込まれる。 

 第1種電気工事士の供給推計（2015~2045年） 

参考４．電気工事士 （供給推計：1種） 
電工業界の第1種電気工事士は 2020年にかけて年率約4.5%で減少する見
込み 

200 

100 

150 

50 

0 

千人 

133 133 

CAGR 
-0.1% 

133 132 132 132 131 131 

2045 

133 

2040 

CAGR 
-4.5% 

133 133 133 133 

2035 

129 129 129 130 
156 

2030 

128 130 128 128 131 133 

2025 

136 142 

2020 

149 

180 172 

2015 

188 
164 

電
工
業
界
の
有
資
格
者
数
（
1
種
） 

各
年
度
の
電
工
業
界
入
職
者
・ 

退
職
者
（
1
種
） 

30代 10代 

60代以上 40代 

50代 

20代 

-15 

5 

10 

0 

-5 

-10 

千人 

2045 2040 2035 2030 2025 2020 2015 

-8 

-1 -2 
0 0 

-7 

-1 0 -1 
0 

-8 -8 -7 

-4 
-6 

0 

-8 

1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

出所：P41にて推計した2015年の既入職者が65才まで就業し、その後引退すると仮定した。また各年度の新規の入職者はP40にて推計した2015年の入職者が人口問題研究所の
「日本の将来推計人口」における生産年齢人口の減少に従い減少すると仮定し推計した 

40代 

60代以上 

10代 

30代 

20代 

60代以上(退職) 

50代 合計 

1988年に旧電気工事士から現在の資格体系に変更された際に1種への移行
制度が存在した。この制度化で取得した有資格者の大量退職が起こる見

込み 
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電工業界の第2種電気工事士は第1種電気工事士より、年齢が各世代により等しく分布しており、かつ合格者も
多いため 1種のような大量退職は起こらない見通しである。 

 第2種電気工事士の供給推計（2015~2045年） 

参考４ ．電気工事士（供給推計：2種） 
2種は 2022年まで年率約2%で減少し その後も年1%程度で減少する見込み
である 

100 

0 

120 

80 

40 
20 

60 

千人 

79 74 74 76 78 

2035 

75 
83 80 

CAGR 
-2.4% 

73 

CAGR 
-1.2% 

2040 2045 

75 81 82 85 
98 

2020 

90 92 

2025 

103 
94 95 

2030 

91 93 86 88 89 87 
96 101 106 109 111 114 

2015 

電
工
業
界
の
入
職
者
累
計
（
2
種
） 

各
年
度
の
電
工
業
界
入
職
者
・ 

離
職
者
退
職
者
（
2
種
） 

60代以上 40代 

10代 50代 

20代 

30代 

0 

10 

5 

-15 

-10 

-5 
-1 -1 -1 

-3 
-1 

2025 

-3 
-1 

-3 

2035 

-2 

2030 

-1 -1 
-3 -1 

2020 2015 

0 -1 -1 -1 -1 

2045 

-1 
-3 

-1 

2040 

-1 
-2 

-1 -1 -1 -1 -1 0 -1 
-3 

出所：P41にて推計した2015年の既入職者が65才まで就業し、その後引退すると仮定した。また各年度の新規の入職者はP40にて推計した2015年の入職者が人口問題研究所の
「日本の将来推計人口」における生産年齢人口の減少に従い減少すると仮定し推計した 

40代 

1種獲得者 

合計 60代以上 

10代 

離職者 

退職者 30代 50代 

20代 

千人 
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国土交通省の建設施工統計と建設経済研究所の2045年までの建設投資額の予測から電気工事の完工高を推計し
た。 

 電気工事の完成工事高予測（2000~2045年） 

参考４ ．電気工事士（需要推計：電気工事量） 
電気工事完工高は住宅関連が大きく減少し 非住宅関連は微減すると仮定した 

5 

0 

10 

4.5 4.9 4.4 

2.5 2.7 

4.5 

2.7 
7.2 

4.5 

2005 

7.7 7.1 

2.6 

4.5 

7.1 7.1 
2.8 

4.6 

2.5 

6.8 

2.4 

8.3 

5.5 5.8 

2.8 

9.8 
8.6 

2000 

6.7 

3.1 

兆円 CAGR 
-0.8% 

CAGR 
-1.1% 

CAGR 
0.0% CAGR 

5.3% 
CAGR 
-4.0% 

2.5 2.6 

5.1 

6.9 
1.9 

2045 

2.2 

6.3 

2030 

7.9 

2020 

8.8 

2.6 

8.9 8.9 8.9 

5.6 

8.8 

6.3 6.3 6.3 

2.6 

6.3 

2.7 

2015 

8.8 

4.8 

2.6 

8.2 
6.6 6.6 

2.3 

4.5 

2.1 

2010 

2.6 

6.3 4.6 

2.2 
2.6 

8.8 

6.2 5.6 

7.0 6.8 

2.0 

電気工事（非住宅） 

電気工事（住宅） 

電
気
工
事
完
成
工
事
高 

建
設
投
資 

出所：国土交通省 「建設投資見通し」 建設経済研究所「建設投資の中長期予測と対応を求められる建設産業の動向と課題」をもとにDTC作成 
    国土交通省「建設工事施工統計」 

60 

10 

70 

50 
40 
30 
20 

0 
2045 

31 

51 

2030 

27 

2020 

32 

19 

46 

21 

51 51 

19 20 

31 
40 

20 

52 

21 19 

30 

22 

2015 

51 

30 

52 

2010 

23 

51 

29 

23 

25 
28 

18 

24 25 

48 

18 

26 

20 

29 

45 

22 

51 
43 

19 

43 42 

17 

31 

48 51 

18 

2000 2005 

34 

19 

兆円 

17 

54 52 

32 

23 

57 

26 

31 

61 

31 33 

53 

28 21 

33 

66 

CAGR 
0.0% CAGR 

-0.8% 

CAGR 
4.0% 

CAGR 
-4.1% CAGR 

-1.1% 

36 

30 

30 

民間建設投資 

公共建設投資 

Forecast 

Forecast 

電気工事の完成工事高
が建設投資額に従って
推移する（17%が電気工
事）として、2045年ま
での電気工事の完成工
事高を推計した 

国土交通省 建設工事施工統計 建設経済研究所の予測をもとに推計、2040年以
降はトレンド延伸 

内訳は住宅に関する建
設投資が2015年の実績
から生産年齢人口に
従って推移すると仮定

して推計した 
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 2015年度の一人当たりの電気工事完工高を算出し、この一人当たりの電気工事完工高を維持するために必要な電気工
事士数を推計した。 

 必要な第1・2種電気工事士数 

参考４ ．電気工事士 （需要推計：電気工事士） 
電工業界に必要な1種は微減し 2種は住宅需要の縮小に伴い減少する見込み 

100 

200 

150 

50 

0 

CAGR 
0.2% 

171 
190 

千人 CAGR 
-0.7% 

CAGR 
-1.1% 

2045 

154 

2030 2020 2015 

190 188 190 190 190 

必要な第1種電気工事士数 

必
要
な
第
1
種
電
気
工
事
士
数 

120 

80 

100 

0 

20 

40 

60 

千人 

81 

CAGR 
-0.6% 

2045 2020 

CAGR 
-1.2% 

CAGR 
-1.2% 

2030 

98 

115 111 

2015 

114 117 114 112 

必要な第2種電気工事士数 

必
要
な
第
2
種
電
気
工
事
数 

電気工事完工高 
2015年度 

8兆7,941億円 
 

非住宅：6兆1,809億円 
住宅：2兆6,132億円 

電工業界に所属する
有資格者2015年度 

30万2069人 
 

第1種：18万7,749人 
第2種：11万4,320人 

1種の一人当たり 
電気工事完工高（非住宅） 

約3,292万円/人 

2種一人当たり 
電気工事完工高（住宅） 

約2,286万円/人 

非住宅に関する電気工事を1種
の需要とし推計 

住宅に関する電気工事を2種の
需要とし推計 
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